様式第１号（第３条関係）
（表）
大館市空き公共施設等利活用促進条例適用指定申請書
年　　月　　日
大館市長　　　　　　様












　　　　
申請者　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号
　大館市空き公共施設等利活用促進条例第３条第１項の規定による指定事業者の指定を受けたいので、同条例施行規則第３条の規定に基づき申請します。
記
	施設番号
	

	施設名称
	

	施設の所在地
	大館市

	希望する施設利用形態
	１　貸　　付　　　　　　２　譲　　渡

	事業内容
	

	事業開始予定年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日


（裏）
◎　申請書には、次に掲げる中で該当する書類を添付してください。

１　移転又は支店開設の場合
（ 1 ）　事業計画書（事業概要、資本計画、生産計画等）
（ 2 ）　法人の登記事項証明書
　（ 3 ）　法人の印鑑証明
（ 4 ）　財務諸表又は決算書等　
（ 5 ）　定款
（ 6 ）　従業員名簿
（ 7 ）　労務計画
（ 8 ）　移転する既存事業所の所在地及び名称
　（ 9 ）　利用施設の増築及び改修等の工事計画書　（※注２参照）
（1 0）　利用施設等用地見取り図及び使用施設等敷地内の配置図
（1 1）  納税証明書
（1 2）　大館市空き公共施設等利活用促進条例指定事業者の指定要件調書
（1 3）　大館市空き公共施設等利活用促進条例指定事業者の指定申請に係る調書
2　新設の場合
　（ 1 ）　事業計画書（事業概要、資本計画、生産計画等）
　（ 2 ）　法人の登記事項証明書
　（ 3 ）　法人の印鑑証明
　（ 4 ）　労務計画
　（ 5 ）　利用施設の増築及び改修等の工事計画書　（※注２参照）
　（ 6 ）　利用施設等用地見取り図及び利用施設等敷地内の配置図
　（ 7 ）　納税証明書
（ 8 ）　大館市空き公共施設等利活用促進条例指定事業者の指定要件調書
　（ 9 ）　大館市空き公共施設等利活用促進条例指定事業者の指定申請に係る調書
注１　利用施設の減額譲渡・無償貸付又は減額貸付を希望する場合は、様式第3号の申請書を同時に提出してください。
注２　利用施設の増築及び改修を行なった場合で同条例第７条に規定する助成金を受けるには、指定を受けた日から３年以内に様式第５号による申請書が必要となります。
大館市空き公共施設等利活用促進条例指定事業者の指定申請に係る調書

①空き公共施設を利活用するにあたり設備投資をどのように行う予定であるのか、その内容及び金額を記載してください。※指定申請時点で予定している内容・金額を記入してください。
②空き公共施設を利活用して事業を行った場合、どのくらいの収益を見込んでいるのか、見込まれる金額を記載してください。　※年度単位で記載してください。
大館市空き公共施設等利活用促進条例指定事業者の指定要件調書

１．新規雇用従業員

　　１）常用従業員数　　　　　　　　名　　　　内大館市在住　　　　　　名
　　２）非正規従業員数　　　　　　　名　　　　内大館市在住　　　　　　名

２．地域貢献事項

　　１）予定している地域活動への支援

　　２）地場産業との関わり

３．環境対策

　　１）騒音対策

　　２）悪臭対策

　　３）業務関連交通量対策

　　４）汚水対策

　　５）業務関連風紀対策

大館市空き公共施設等利活用促進条例指定事業者の指定要件調書　記載要領

１．新規雇用従業員

　１）常用従業員数　　　　　　　名　　　　内大館市在住　　　　　　名
※　新規に雇用を予定している従業員の人数、内大館市に住所が在る者の人数。

　２）非正規従業員数　　　　　　名　　　　内大館市在住　　　　　　名

※　新規に雇用を予定しているパート等の任数、内大館市に住所が在る者の人数。

２．地域貢献事項

　１）予定している地域活動への支援

※　地域活動への参加、寄付・援助金等があれば、その内容を記載。特に予定が無い場合は「予定無し」と記載。
　２）地場産業との関わり

※　地場産業の産物・製品を使用する場合は、その予定数量を記載すること。また、自社の製品・事業が地場産業と密接な関係がある場合もその旨を記載すること。特に予定が無い場合は「予定無し」と記載。

３．環境対策

※　影響があると思われる項目について、その実態と防止措置を記載する。問題ないと思われる場合は、「影響無し」と記載する。

　１）騒音対策（機械設備の稼働時間、事業上で常時発生するもの）

　２）悪臭対策（製品生産過程で生じるもの、常設の薬品等から生じるもの）

　３）業務関連交通量対策（業務上必要な運搬車両等の通行頻度及び時間帯）

　４）汚水対策（製品生産過程で生じるもの、常設の薬品等から生じるもの）

　５）業務関連風紀対策（業務上出入りする者の人数及び業種）

以上、記載に虚偽があった場合は、資格取り消しの要因となりますのでご注意願います。
